業務委託基本契約書
株式会社ｘｘｘｘ（以下「甲」という)と、入門　太郎（以下「乙」という)とは、甲から乙に対する業務委託に関し次の通り契約（以下「本契約」という）を締結する。

第１条　業務委託の内容
本契約に基づく業務の委託内容は、別途締結する個別業務委託契約(以下「個別委託契約」という)のとおりとする。
第２条　業務委託の中途解約、変更および追加
1． 甲は、個別委託契約の成立後も、契約の根拠となった事態の変化または乙の委託業務の遂行状況に鑑み、業務委託を中途解約することができる。ただし､業務委託を中途解約するときは、甲は乙に対し、30日前に予告するものとする。

2． 甲は、個別委託契約成立後も、委託内容の変更または追加をすることができる。ただし､変更・追加に伴う費用は、甲が負担するものとする。
第３条　業務遂行義務・再委託の禁止
1． 乙は、善良なる管理者の注意をもって委託業務を遂行するものとする。
2． 乙は、委託業務の従事者を指揮監督し、法律の規定を遵守するものとする。
3． 乙は、事前に書面による甲の許諾を得た場合以外には、理由の如何を問わず受託業務を第三者に委託してはならない。
第４条　委託料金
業務委託料金の算定方式、支払方式および支払時期等については、別途締結する個別委託契約において甲乙協議の上定める。
第５条　業務遂行状況の報告義務
乙は、甲から要求があったときは、甲の指定に従い、指定された日時までに書面または口頭で、委託業務の処理進行状況を甲に報告しなければならない。
第６条　業務完了時の手続き
1． 乙は、委託業務を完了したときは、甲に対し業務完了報告書を提出し、処理結果の検査を受けなければならない。

2． 甲は、乙より業務完了報告書の提出を受けたときは遅滞なく検査し、業務完了と認めた場合には検収書を乙に交付し、また未履行業務または瑕疵があると判断した場合には、その修正・補修を乙に対し指示する。ただし、甲乙協議の上、前記検収書の交付を省略することができる。

第７条　業務検収後の変更および追加
甲が前条に定めた手続きにより検収した業務の遂行結果につき、新たに変更・追加の必要があると判断した場合は、甲は、乙に対してその変更・追加を依頼することができる。ただし、変更・追加に伴う費用は、甲が負担するものとする。
第８条　業務成果の帰属
甲が乙に委託し乙が業務の遂行により完成した成果は、全て甲に帰属する。

第９条　機密保持義務・個人情報保護義務
乙は、甲乙間で別途締結される機密保持契約に基づき、機密保持義務・個人情報保護義務を負う。

第10条　瑕疵担保責任
1． 乙は、検収書の交付を受けた後も、12ヶ月以内に当該業務の処理内容、結果に瑕疵が発見されたときは、自己の費用をもって瑕疵を補修し、完成する義務を負う。ただし、甲の責に帰すべき事由により生じた瑕疵については、この限りでない。

2． 乙が補修または完成義務を履行したときも、甲の損害賠償請求権の行使を妨げない。
第11条　預託品の保管
甲と乙は、甲が委託する業務処理に必要な預託物件を、それぞれ善良なる管理者の注意をもって保管・管理し、預託の必要性がなくなった後は、速やかに返却しなければならない。

第12条　損害賠償
乙は、その責に帰する事由により甲に損害を与えたときは、損害を賠償する責を負う。
第13条　契約の解除

甲は、乙に次の各号に掲げる事由の一が生じたときには、何らの催告なしにただちに本契約を解除することができるものとする。

(1) 自らの責に帰すべき事由により委託業務の実施が不能となったとき

(2) 仮差押え、仮処分、差押え、競売、破産、民事再生手続開始、会社更生手続開始、会社整理開始もしくは特別清算開始の申立てがあったとき
(3) 自らが署名した手形もしくは小切手が不渡り処分を受け、もしくは手形交換所の取引停止処分をうけたとき

(4) 行政官庁により営業の全部または一部について営業停止処分を受け、もしくは公租公課の滞納処分を受けたとき

(5) 解散もしくは合併により他社に吸収される決議があったとき

(6) 自らの債務の処理に関する債権者会議を開催し、もしくは債務の任意整理を行う通知があったとき

(7) 甲の書面による承諾なしに本契約に定める委託料金債権を第三者に譲渡したとき

第14条　契約有効期間

本契約の有効期間は、本契約成立の日から平成ｘｘ年ｘ月ｘｘ日までとし、期間満了の3ヶ月前までに、甲乙いずれか一方の申し出がない限り、更に１ヶ年間自動的に更新されるものとし、その後も同様とする。

第15条　協議および管轄裁判所

1． 本契約に定めのない事項、または本契約の履行に際し疑義が生じた事項は、甲乙協議の上円満に解決をはかるものとする。

2． 本契約に関する紛争はｘｘ地方裁判所を第一審合意管轄裁判所とする。

本契約の成立を証すため、本書２通を作成し、甲乙記名捺印の上、各１通を保有する。
平成ｘｘ年ｘ月ｘ日

甲
住所

会社名

役職
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